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東大和市東京街道団地地区まちづくりプロジェクト 

審査基準 

 

１ 審査方法 

事業応募者から提出された提案書に対して、参加資格要件の適格審査、基本

的事項の適格審査、事業計画の審査、貸付料の審査及び総合的な評価により審

査を行う。また、提案書の受付後、事業応募者に対してヒアリングを行う。 

 

２ 審査体制 

事業応募者から提出された提案書の審査は、本審査基準に従い、「東大和市

東京街道団地地区まちづくりプロジェクト審査委員会」（以下「審査委員会」

という。）が行い、最も優れた提案を行った事業応募者（以下「最優秀提案応

募者」という。）及び次点を選定する。東京都（以下「都」という。）は、審査

委員会の選定結果を受けて、事業予定者及び次点を決定する。 

なお、審査委員会は、次の６名で構成される。 

 

委員長   松本 暢子 

（大妻女子大学 社会情報学部 社会情報学科 環境情報学専攻 教授） 

委 員   安藤 算浩 

（監査法人ナカチ 顧問 公認会計士） 

委 員   井上 由起子 

（日本社会事業大学専門職大学院 教授） 

委 員   前田 博 

（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 弁護士） 

委 員   山本 卓 

（明海大学 不動産学部 教授） 

委 員   渡 和由 

（筑波大学 芸術系 准教授） 

 

（委員以下五十音順、敬称略） 

 

３ 審査結果及び事業予定者決定の公表 

審査結果の概要等（事業予定者及び次点、事業予定者の提案概要、今後のス

ケジュール等）については、住宅政策本部のホームページで公表する。 
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４ 審査の進め方 

 

審査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  
 
 
 
 

   
   

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

※ 参加資格要件の適格審査、基本的事項の適格審査で各条件を満たした提案

について、事業計画等に関する審査を行い、その評点の合計で最優秀提案応

募者及び次点を選定する。都は、審査委員会の選定結果を受けて、事業予定

者及び次点を決定する。 

適 格 

審 査 

提  案 

事  項 

審  査 

事業応募者による提案書の提出 

参加資格要件の適格審査（要件を満たしているか） 

基本的事項の適格審査（基本的な条件を満たしているか） 

事業計画の審査 

貸付料の審査 

総合的な評価 

最優秀提案応募者と次点の選定 

事業予定者と次点の決定・公表 

ヒアリングの実施 

基本協定の締結 

失 格 
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５ 審査項目と配点 

(1) 参加資格要件の適格審査 [ 適格・失格 ] 

参加資格要件を満たしているかを審査する。 

(2) 基本的事項の適格審査  [ 適格・失格 ] 

基本的な条件を満たしているかを審査する。 

(3) 事業計画の審査 ［  ６５  ］ 

事業計画について、次の視点から審査する。 

ア 事業の運営・経営の評価 （  １５  ） 

・ 事業実施・運営体制 

・ 事業収支計画  

・ 事業安定化方策 

イ 事業の企画・計画内容の評価 （  ５０  ） 

・ 計画全般 

・ 商業施設に関する計画 

・ 医療・福祉施設等に関する計画 

・ 地域の居場所となる交流スペース等に関する計画 

・ 緑とオープンスペースに関する計画 

(4) 貸付料の審査 ［  ２５  ］ 

(5) 総合的な評価   ［  １０  ］ 

 

  

計  １００   
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６ 審査項目と評価方式 

(1) 参加資格要件の適格審査 

要件を満たしていないときは失格とする。 

(2) 基本的事項の適格審査 

提案内容が基本的な条件を満たしていないときは失格とする。 

(3) 事業計画の審査 

審査項目の各々の提案内容に応じ、加点方式により評価する。 

(4) 貸付料の審査 

事業者が東京都に支払う貸付料について、比例配点方式により審査する。 

(5) 総合的な評価 

上記の審査項目だけでは評価が十分にできない内容、事業全体での総合

的な評価を対象とし、加点方式により評価する。 

 

７ 各審査項目の内容 

(1) 参加資格要件の適格審査 

事業応募者が、「事業者募集要項第２の４ 事業応募者の資格要件」に示

す要件を満たしているか確認する。 

(2) 基本的事項の適格審査 

ア 商業施設に関する条件 

団地及び周辺住民の日常生活に必要なサービスの提供を中心とした商

業施設が提案されているか審査する。 

イ 医療・福祉施設等に関する条件 

誰もが身近な地域で安心して健康に暮らせる、地域ニーズに対応した医

療・福祉施設等が提案されているか審査する。 

ウ 地域の居場所となる交流スペース等に関する条件 

多世代の交流や地域コミュニティの活性化に資する交流スペース等が

提案されているか審査する。 

地域ニーズを踏まえ、多世代の交流や地域コミュニティの活性化、地域

の居場所の創出に資する取組が提案されているか審査する。 

エ 緑とオープンスペースに関する条件 
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人々の暮らしにゆとりや潤いを与える身近な緑や、地域の居場所や多世

代の交流の場となるオープンスペースが提案されているか審査する。 

オ 貸付料 

貸付料の提案が基準額以上であるかを審査する。 

カ その他 

(ｱ) 各種法令上の規定などに対して重大な不適格箇所がないか確認する。 

(ｲ) 構造・工法などに重大な不適切箇所がないか確認する。 

(ｳ) 事業収支計画の内容に重大な不適切箇所がないか確認する。 

(ｴ) その他事業の基本的な部分に関して、重大な不適切箇所がないか確

認する。 

(3) 事業計画の審査 

ア 事業の運営・経営の評価 

事業の運営・経営計画を対象として、社会の変化に適応できる事業の実

施・運営体制、確実な事業収支計画及び事業が事業期間にわたって安定し

て遂行できる事業安定化方策を評価する。 

(ｱ) 事業実施・運営体制 

 安定的な事業の運営体制に関して評価する。 

(ｲ) 事業収支計画 

ａ 安定的な資金調達に関して評価する。 

ｂ 事業収支計画及びその前提条件に関して評価する。 

ｃ 複合施設の維持管理・修繕計画に関して評価する。 

(ｳ) 事業安定化方策 

ａ 事業の継続性・安定性に関して評価する。 

ｂ 空きテナント対策・各種リスク対策に関して評価する。 

ｃ 事業用地の更地返還計画に関して評価する。 

イ 事業の企画・計画内容の評価 

事業全体のコンセプト、施設計画、管理運営方式などについて評価する。 

(ｱ) 計画全般 

ａ 事業全体のコンセプトに関して評価する。 

ｂ 複合施設の配置計画、歩行者・車両の動線計画に関して評価する。 

ｃ 周辺住環境への配慮に関して評価する。  

ｄ 景観・街並み形成に関して評価する。 

ｅ 環境負荷の低減・エネルギーの効率化に関して評価する。 

ｆ 多摩産材等の利用に関して評価する。 
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ｇ 災害時の安全性及び機能継続性に関して評価する。 

ｈ 感染拡大防止に関して評価する。 

ｉ 地域の見守りに関する取組に関して評価する。  

ｊ ユニバーサルデザインへの配慮に関して評価する。 

(ｲ) 商業施設に関する計画 

ａ 施設計画・事業内容に関して評価する。 

ｂ 運営体制・運営計画に関して評価する。 

ｃ 高齢者等の買物困難者や外出が困難な状況への提案に関して評価

する。 

ｄ 地域の商店や生産者との連携など地域振興への提案に関して評価

する。 

(ｳ) 医療・福祉施設等に関する計画 

ａ 施設計画・事業内容に関して評価する。 

ｂ 運営体制・運営計画に関して評価する。 

(ｴ) 地域の居場所となる交流スペース等に関する計画 

ａ 施設計画・事業内容に関して評価する。 

ｂ 運営体制・運営計画に関して評価する。 

ｃ 多世代の交流や地域コミュニティの活性化、地域の居場所の創出に

資する取組の提案に関して評価する。 

(ｵ) 緑とオープンスペースに関する計画 

ａ 整備計画に関して評価する。 

ｂ 運営管理体制・維持管理計画に関して評価する。 

ｃ 隣接する公園との調和や緑の連続性に関して評価する。 

(4) 貸付料の審査 

事業者が東京都に支払う貸付料について、比例配点方式により審査する。 

(5) 総合的な評価 

上記の審査項目だけでは評価が十分にできない内容、事業全体での総合

的な評価を対象として、加点方式により評価する。 


